
■令和７年度予算に向けた新規事業採択時評価について（補助事業等）

【公共事業関係費】

【河川事業】

（補助事業等）

北海道 北海道 当麻川大規模特定河川事業 15 18.7

北海道 北海道 湯の川大規模特定河川事業 26 6.7

北海道 北海道 クサンル川大規模特定河川事業 26 5.8

北海道 北海道 月寒川大規模特定河川事業 21 1.9

北海道 北海道 ペンケオタソイ川大規模特定河川事業 30 3.2

秋田県 秋田県 馬場目川外2河川大規模特定河川事業 63 1.2

埼玉県 埼玉県 大規模特定河川事業（笹目川） 57 7.1

埼玉県 埼玉県 中川・綾瀬川流域特定都市河川浸水被害対策推進事業 4425 4.7

石川県 石川県 大野川大規模特定河川事業 47 1.4

愛知県 愛知県 家下川大規模特定河川事業 17 1.3

愛知県 愛知県 砂川（上流）大規模特定河川事業 47 6.4

三重県 三重県 赤川特定都市河川浸水被害対策推進事業 14 1.9

滋賀県 滋賀県 不飲川大規模特定河川事業 50 7.6

京都府 京都府 鴨川大規模特定河川事業 15 8.2

大阪府 大阪府 住吉川大規模特定河川事業 45 2.2

兵庫県 兵庫県 黒井川大規模特定河川事業 15 3.3

兵庫県 兵庫県 竹田川大規模特定河川事業 25 1.2

和歌山県 和歌山県 中黒地区大規模特定河川事業 38 17.5

和歌山県 和歌山県 亀の川大規模特定河川事業 20 47.7

和歌山県 和歌山県 西川他特定都市河川浸水被害対策推進事業 186 1.5

島根県 島根県 矢谷川事業間連携河川事業 17 1.5

・事業評価対象の補助事業等（補助事業等および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業に限る。））を対象としたものである。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業の実施環境等を含めて総合的に評価を行っている
が、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記載している。

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費

(億円)
Ｂ／Ｃ 備考



山口県 山口県 厚狭川大規模特定河川事業 10 2.9

香川県 香川県 本津川大規模特定河川事業 10 24.6

香川県 香川県 綾川大規模特定河川事業 33 1.4

香川県 香川県 一の谷川大規模特定河川事業 13 17.6

高知県 高知県 日下川大規模特定河川事業 25 1.4

高知県 高知県 志奈弥川大規模特定河川事業 29 1.2

佐賀県 佐賀県 六角川水系特定都市河川浸水被害対策推進事業 73 3.8

長崎県 長崎県 日宇川大規模特定河川事業 15 3.2

宮﨑健 宮﨑健 五十鈴川大規模特定河川事業 38 1.2

鹿児島県 鹿児島県 稲荷川特定都市河川浸水被害対策推進事業 200 2.2

鹿児島県 鹿児島県 別府川大規模特定河川事業 6.0 2.0

【砂防事業】

（補助事業等）

宮城県 宮城県 飯土井沢事業間連携砂防等事業 3.6 5.0

宮城県 宮城県 浦宿浜安住外事業間連携砂防等事業 12 8.7

宮城県 宮城県 浦宿浜地区大規模特定砂防等事業 7.2 26.2

宮城県 宮城県 江合川流域大規模特定砂防等事業 12 13.3

宮城県 宮城県 折立川流域大規模特定砂防等事業 7.2 5.2

宮城県 宮城県 鹿折川流域大規模特定砂防等事業 7.2 2.1

宮城県 宮城県 白石川流域(1)大規模特定砂防等事業 7.2 8.0

宮城県 宮城県 白石川流域(2)大規模特定砂防等事業 7.6 3.9

宮城県 宮城県 高城川流域大規模特定砂防等事業 7.2 1.1

宮城県 宮城県 松川大規模特定砂防等事業 46 3.3

山形県 山形県 萩生川大規模特定砂防等事業 7.7 8.9

神奈川県 神奈川県 川崎市まちづくり連携砂防等事業 8.6 13.8

山梨県 山梨県 日川事業間連携砂防等事業 4.5 21.0

山梨県 山梨県 下川事業間連携砂防等事業 2.0 1.1

山梨県 山梨県 オモレ沢事業間連携砂防等事業 4.7 1.1

山梨県 山梨県 戸樋の沢事業間連携砂防等事業 3.0 1.2

山梨県 山梨県 島尻川事業間連携砂防等事業 1.9 16.7

山梨県 山梨県 神地沢事業間連携砂防等事業 3.2 1.4

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費

(億円)
Ｂ／Ｃ 備考



山梨県 山梨県 平久住沢事業間連携砂防等事業 1.5 1.2

長野県 長野県 布引沢事業間連携砂防等事業 3.0 4.9

長野県 長野県 瀬戸川大規模特定砂防等事業 8.0 1.7

長野県 長野県 富士見平地区大規模特定砂防等事業 8.0 30.2

長野県 長野県 八重河内地区大規模特定砂防等事業 6.5 6.4

長野県 長野県 落合地区大規模特定砂防等事業 15 1.7

長野県 長野県 小松原地区大規模特定砂防等事業 20 1.2

長野県 長野県 土村６号地区大規模特定砂防等事業 9.0 13.1

長野県 長野県 三日町地区大規模特定砂防等事業 6.5 19.6

長野県 長野県 下落地区大規模特定砂防等事業 7.5 7.6

長野県 長野県 山崎地区大規模特定砂防等事業 5.5 34.9

長野県 長野県 湯田中地区大規模特定砂防等事業 8.0 13.0

長野県 長野県 下川原地区大規模特定砂防等事業 8.6 3.0

長野県 長野県 芹沢地区大規模特定砂防等事業 8.5 3.7

長野県 長野県 腰越地区大規模特定砂防等事業 20 3.9

長野県 長野県 ちの地区大規模特定砂防等事業 8.0 6.5

長野県 長野県 手長丘上地区大規模特定砂防等事業 7.0 41.8

長野県 長野県 南条地区大規模特定砂防等事業 5.5 6.8

長野県 長野県 大日向団地地区大規模特定砂防等事業 8.0 7.2

長野県 長野県 山秋地区大規模特定砂防等事業 8.0 4.8

富山県 富山県 片貝川大規模特定砂防等事業 43 2.2

富山県 富山県 早月川大規模特定砂防等事業 24 1.1

静岡県 静岡県 天竜川水系 平松地区 大規模特定砂防等事業 10 4.7

愛知県 愛知県 陶栄町区域まちづくり連携砂防等事業 3.3 5.9

愛知県 愛知県 長浦３丁目区域まちづくり連携砂防等事業 1.0 5.6

滋賀県 滋賀県 八田部事業間連携砂防等事業 5.0 11.9

兵庫県 兵庫県 大山上谷川事業間連携砂防等事業 2.1 2.9

兵庫県 兵庫県 羽渕川事業間連携砂防等事業 1.5 11.8

兵庫県 兵庫県 西山川事業間連携砂防等事業 1.0 5.9

兵庫県 兵庫県 小島神社川事業間連携砂防等事業 2.0 7.5

奈良県 奈良県 大谷谷事業間連携砂防等事業 6.2 2.5

奈良県 奈良県 辻堂事業間連携砂防等事業 1.3 8.3

奈良県 奈良県 湯之原事業間連携砂防等事業 0.8 1.9

鳥取県 鳥取県 吉渡谷事業間連携砂防等事業 1.4 2.2

鳥取県 鳥取県 本宮ⅰ事業間連携砂防等事業 1.2 5.1

徳島県 徳島県 平下事業間連携砂防等事業 5.0 4.0



高知県 高知県 西島谷川(1)事業間連携砂防等事業 3.0 3.1

高知県 高知県 重倉川(1)事業間連携砂防等事業 2.1 7.8

高知県 高知県 太郎川谷(1)事業間連携砂防等事業 2.8 1.4

高知県 高知県 中氏(5)事業間連携砂防等事業 2.2 1.3

高知県 高知県 田ノ浦地区事業間連携砂防等事業 3.4 3.7

高知県 高知県 鳥首地区事業間連携砂防等事業 2.1 9.4

高知県 高知県 大川(1)地区事業間連携砂防等事業 2.5 3.0

長崎県 長崎県 小江小浦川(イ)まちづくり連携砂防等事業 3.2 3.5

長崎県 長崎県 神ノ崎川まちづくり連携砂防等事業 3.9 18.3

長崎県 長崎県 大園(4)地区まちづくり連携砂防等事業 4.4 4.3

長崎県 長崎県 大浜(19)地区まちづくり連携砂防等事業 6.2 1.7

長崎県 長崎県 戸町2丁目(7-1)地区まちづくり連携砂防等事業 2.7 6.4

長崎県 長崎県 大園(3)地区まちづくり連携砂防等事業 9.0 2.8

長崎県 長崎県 葉山2丁目(4)地区まちづくり連携砂防等事業 3.5 3.4

長崎県 長崎県 横尾地区まちづくり連携砂防等事業 4.1 5.2

長崎県 長崎県 茂木(6)地区まちづくり連携砂防等事業 6.0 4.6

【海岸事業】

（補助事業等）

神奈川県 神奈川県 小田原海岸津波対策緊急事業 14 3.8

備考
都道府県

（実施箇所）
事業主体 事業名

全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ



■令和７年度予算に向けた再評価について（補助事業等）

【公共事業関係費】

【河川事業】

（補助事業等）

北海道 北海道 旧途別川大規模特定河川事業 18 13.0 継続

北海道 北海道 小町川大規模特定河川事業 51 3.5 継続

北海道 北海道 伏古別川大規模特定河川事業 36 3.8 継続

北海道 北海道 常盤川大規模特定河川事業 30 1.7 継続

青森県 青森県 高瀬川（七戸川）大規模特定河川事業 22 4.6 継続

岩手県 岩手県 木賊川大規模特定河川事業 24 16.5 継続

岩手県 岩手県 安比川大規模特定河川事業 14 2.0 継続

岩手県 盛岡市 南川大規模特定河川事業 26 14.7 継続

福島県 福島県 只見川大規模特定河川事業 67 1.4 継続

福島県 福島県 濁川大規模特定河川事業 36 25.7 継続

福島県 福島県 逢瀬川（上流）事業間連携河川事業 26 2.5 継続

栃木県 栃木県 杣井木川大規模特定河川事業 33 4.3 継続

千葉県 千葉県 赤目川大規模特定河川事業 13 4.0 継続

神奈川県 神奈川県 境川（上流）大規模特定河川事業 80 30.6 継続

神奈川県 神奈川県 恩田川大規模特定河川事業 93 1.1 継続

神奈川県 神奈川県 柏尾川大規模特定河川事業 158 1.4 継続

神奈川県 横浜市 今井川大規模特定河川事業 16 1.6 継続

神奈川県 横浜市 帷子川大規模特定河川事業 30 1.1 継続

新潟県 新潟県 鵜川事業間連携河川事業 9.5 5.4 継続

富山県 富山県 沖田川大規模特定河川事業 17 3.1 継続

富山県 富山県 白岩川大規模特定河川事業 15 15.6 継続

長野県 長野県 岡田川大規模特定河川事業 28 4.9 継続

長野県 長野県 駒沢川大規模特定河川事業 33 24.5 継続

・事業評価対象の補助事業等（補助事業等および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業に限る。））を対象としたものである。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業の実施環境等を含めて総合的に評価を行って
いるが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記載している。

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費

(億円)
Ｂ／Ｃ 対応方針 備考



岐阜県 岐阜県 土岐川大規模特定河川事業 10 1.2 継続

岐阜県 岐阜県 境川大規模特定河川事業 24 18.0 継続

静岡県 静岡県 沼川（下流）大規模特定河川事業 266 1.8 継続

静岡県 静岡県 沼川（上流）大規模特定河川事業 56 1.8 継続

愛知県 愛知県 境川・猿渡川流域特定都市河川浸水被害対策推進事業(境川） 62 8.3 継続

愛知県 愛知県 境川・猿渡川流域特定都市河川浸水被害対策推進事業（猿渡川） 22 5.1 継続

滋賀県 滋賀県 姉川・高時川大規模特定河川事業 56 49.1 継続

兵庫県 兵庫県 明石川大規模特定河川事業 45 14.3 継続

和歌山県 和歌山県 日方川大規模特定河川事業 36 14.7 継続

鳥取県 鳥取県 水貫川大規模特定河川事業 28 14.7 継続

鳥取県 鳥取県 砂田川大規模特定河川事業 16 1.6 継続

島根県 島根県 中川大規模特定河川事業 17 4.0 継続

岡山県 岡山県 備中川大規模特定河川事業 10 38.1 継続

岡山県 岡山県 滝川大規模特定河川事業 10 17.2 継続

岡山県 岡山県 旭川大規模特定河川事業 11 2.2 継続

岡山県 岡山県 小田川大規模特定河川事業 15 5.1 継続

山口県 山口県 島田川大規模特定河川事業 20 4.2 継続

佐賀県 佐賀県 寒水川大規模特定河川事業 16 6.6 継続

佐賀県 佐賀県 中池江川大規模特定河川事業 15 6.8 継続

佐賀県 佐賀県 浜川大規模特定河川事業 12 16.5 継続

長崎県 長崎県 早岐川大規模特定河川事業 20 3.4 継続

宮﨑健 宮﨑健 戸高川大規模特定河川事業 93 5.5 継続

鹿児島県 鹿児島県 大里川大規模特定河川事業 14 2.5 継続

【ダム事業】

（補助事業等）

長野県 長野県 裾花川流域ダム再生事業 710 1.7 継続

長野県 長野県 松川生活貯水池再開発事業 182 1.9 継続

岐阜県 岐阜県 水無瀬生活貯水池事業  60 － 中止

三重県 三重県 鳥羽河内ダム建設事業 274 1.1 継続

山口県 山口県 大河内川ダム建設事業 240 1.3 継続

高知県 高知県 和食ダム建設事業 169 4.1 継続

備考
都道府県

（実施箇所）
事業主体 事業名

全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針



長崎県 長崎県 川棚川総合開発事業 420 1.1 継続



【砂防事業】

（補助事業等）

北海道 北海道 富良野川(2号堰堤)大規模特定砂防等事業 64 2.3 継続

北海道 北海道 北海道駒ヶ岳（砂原町工区）大規模特定砂防等事業 133 3.0 継続

北海道 北海道 支湧別川事業間連携砂防等事業 56 5.5 継続

北海道 北海道 ペケレベツ川大規模特定砂防等事業 27 3.7 継続

北海道 北海道 芽室川大規模特定砂防等事業 28 8.9 継続

北海道 北海道 居辺川大規模特定砂防等事業 27 8.9 継続

北海道 北海道 ペンケオタソイ川大規模特定砂防等事業 35 2.2 継続

北海道 北海道 暑寒別川大規模特定砂防等事業 58 4.5 継続

北海道 北海道 北海道駒ヶ岳（森町工区）大規模特定砂防等事業 137 3.1 継続

山形県 山形県 槙の代地区大規模特定砂防等事業 48 4.2 継続

山形県 山形県 織機川大規模特定砂防等事業 8.5 1.5 継続

山形県 山形県 日向川大規模特定砂防等事業 16 8.3 継続

茨城県 茨城県 田尻沢大規模特定砂防等事業 34.0 21.3 継続

栃木県 栃木県 神谷事業間連携砂防等事業 7.6 1.7 継続

群馬県 群馬県 奈女沢事業間連携砂防等事業 4.8 1.6 継続

群馬県 群馬県 大栃地区事業間連携砂防等事業 4.2 1.3 継続

群馬県 群馬県 阿能川地区事業間連携砂防等事業 2.3 2.2 継続

埼玉県 埼玉県 下モ地区大規模特定砂防等事業 3.9 11.6 継続

埼玉県 埼玉県 金崎地区大規模特定砂防等事業 15 12.2 継続

埼玉県 埼玉県 上の山地区大規模特定砂防等事業 4.2 6.6 継続

埼玉県 埼玉県 桜ヶ谷地区大規模特定砂防等事業 2.8 20.5 継続

埼玉県 埼玉県 摩利支天沢地区事業間連携砂防等事業 2.2 11.8 継続

埼玉県 埼玉県 宿本地区事業間連携砂防等事業 6.3 2.4 継続

千葉県 千葉県 白狐川大規模特定砂防等事業 10 2.3 継続

長野県 長野県 蟹沢地区事業間連携砂防等事業 6.0 34.1 継続

長野県 長野県 高遠入沢地区事業間連携砂防等事業 5.2 1.8 継続

長野県 長野県 千石沢地区大規模特定砂防等事業 7.9 7.8 継続

長野県 長野県 矢ノ口沢地区事業間連携砂防等事業 3.5 30.3 継続

長野県 長野県 佛沢地区大規模特定砂防等事業 5.2 18.1 継続

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費

(億円)
Ｂ／Ｃ 対応方針 備考



長野県 長野県 泥沢地区まちづくり連携砂防等事業 6.0 8.0 継続

長野県 長野県 島田沢地区大規模特定砂防等事業 8.8 2.8 継続

長野県 長野県 尾野山地区大規模特定砂防等事業 11 17.2 継続

長野県 長野県 沓掛地区大規模特定砂防等事業 13 1.09 継続

長野県 長野県 外沢地区大規模特定砂防等事業 12 1.1 継続

長野県 長野県 平柴地区まちづくり連携砂防等事業 7.5 12.1 継続

新潟県 新潟県 田中川事業間連携砂防等事業 8.4 3.6 継続

新潟県 新潟県 土口川事業間連携砂防等事業 4.6 7.4 継続

新潟県 新潟県 乙吉川大規模特定砂防等事業 5.8 1.8 継続

新潟県 新潟県 武石地区事業間連携砂防等事業 11 4.4 継続

新潟県 新潟県 長浜地区事業間連携砂防等事業 1.5 54.5 継続

富山県 富山県 日尾谷川事業間連携砂防等事業 4.5 1.5 継続

富山県 富山県 浦谷川事業間連携砂防等事業 3.4 6.7 継続

富山県 富山県 坪野地区事業間連携砂防等事業 4.0 1.1 継続

岐阜県 岐阜県 戸狩事業間連携砂防等事業 2.3 5.0 継続

岐阜県 岐阜県 金子谷事業間連携砂防等事業 4.2 2.2 継続

岐阜県 岐阜県 越シケ平谷事業間連携砂防等事業 3.5 5.3 継続

静岡県 静岡県 竹原B事業間連携砂防等事業 4.3 5.6 継続

静岡県 静岡県 水川西事業間連携砂防等事業 3.2 3.8 継続

静岡県 静岡県 両島山本A事業間連携砂防等事業 3.5 5.5 継続

静岡県 静岡県 郷島沢事業間連携砂防等事業 1.8 11.4 継続

静岡県 静岡県 気賀天神山沢事業間連携砂防等事業 2.5 32.7 継続

静岡県 静岡県 谷戸沢右支川事業間連携砂防等事業 6.1 1.03 継続

静岡県 静岡県 半経寺沢事業間連携砂防等事業 3.7 19.5 継続

静岡県 静岡県 品鉢川事業間連携砂防等事業 2.5 49.9 継続

静岡県 静岡県 上西之谷事業間連携砂防等事業 7.8 2.4 継続

愛知県 愛知県 御津川第4支川事業間連携砂防等事業 3.1 3.1 継続

福井県 福井県 こたらび谷川事業間連携砂防等事業 3.0 10.5 継続

福井県 福井県 猪木谷川事業間連携砂防等事業 2.0 9.2 継続

福井県 福井県 中の谷地区事業間連携砂防等事業 6.5 2.5 継続

大阪府 大阪府 北川支川事業間連携砂防等事業 3.0 33.5 継続

大阪府 大阪府 国分東条第三支渓事業間連携砂防等事業 3.5 3.3 継続



大阪府 大阪府 千早川支川千早川(７)事業間連携砂防等事業 3.1 15.9 継続

大阪府 大阪府 父鬼川右第一支川事業間連携砂防等事業 2.1 38.4 継続

大阪府 大阪府 近木川第一支渓事業間連携砂防事業 3.0 5.4 継続

大阪府 大阪府 下大木渓事業間連携砂防等事業 2.5 15.0 継続

大阪府 大阪府 牛滝川右1事業間連携砂防等事業 8.3 4.2 継続

奈良県 奈良県 坪内大規模特定砂防等事業 26 1.7 継続

鳥取県 鳥取県 寺谷川事業間連携砂防等事業 1.6 7.8 継続

島根県 島根県 山崎川事業間連携砂防等事業 2.2 4.6 継続

島根県 島根県 清水谷川事業間連携砂防等事業 3.0 2.7 継続

島根県 島根県 十日市２地区事業間連携砂防等事業 2.6 1.9 継続

岡山県 岡山県 光明谷大規模特定砂防等事業 9.1 18.5 継続

岡山県 岡山県 仁堀東谷大規模特定砂防等事業 5.0 5.7 継続

岡山県 岡山県 寺下川大規模特定砂防等事業 5.9 6.5 継続

岡山県 岡山県 原川大規模特定砂防等事業 4.7 9.2 継続

山口県 山口県 自由ヶ丘東川まちづくり連携砂防等事業 3.1 151.2 継続

山口県 山口県 風呂ヶ迫地区まちづくり連携砂防等事業 3.2 18.2 継続

愛媛県 愛媛県 河口東地区事業間連携砂防等事業 1.8 5.2 継続

愛媛県 愛媛県 芹谷川事業間連携砂防等事業 5.6 6.6 継続

愛媛県 愛媛県 大平川事業間連携砂防等事業 3.6 2.1 継続

愛媛県 愛媛県 風呂の奥川事業間連携砂防等事業 2.0 2.2 継続

愛媛県 愛媛県 七津川事業間連携砂防等事業 9.4 1.8 継続

福岡県 福岡県 小川内川事業間連携砂防等事業 5.6 6.7 継続

福岡県 福岡県 七夕川事業間連携砂防等事業 17 7.4 継続

福岡県 福岡県 南面里川事業間連携砂防等事業 9.0 1.9 継続

福岡県 福岡県 油山川事業間連携砂防等事業 11 11.0 継続

福岡県 福岡県 四十川2事業間連携砂防等事業 6.4 22.8 継続

福岡県 福岡県 別所谷川事業間連携砂防等事業 8.0 1.3 継続

福岡県 福岡県 今宿谷川(3)事業間連携砂防等事業 5.6 11.1 継続

福岡県 福岡県 奥田川事業間連携砂防等事業 5.7 11.6 継続

福岡県 福岡県 提谷川事業間連携砂防等事業 7.0 19.7 継続

福岡県 福岡県 志賀島川事業間連携砂防等事業 6.2 2.9 継続

福岡県 福岡県 柳原地区事業間連携砂防等事業 15 3.0 継続



佐賀県 佐賀県 末瀬川事業間連携砂防等事業 2.9 1.3 継続

佐賀県 佐賀県 西山谷川事業間連携砂防等事業 1.9 1.1 継続

佐賀県 佐賀県 一番ヶ瀬下第三事業間連携砂防等事業 5.6 1.2 継続

佐賀県 佐賀県 柳谷川第三事業間連携砂防等事業 1.7 3.8 継続

長崎県 長崎県 寺坂地区事業間連携砂防等事業 11 3.7 継続

長崎県 長崎県 矢の平川大規模特定砂防等事業 7.3 3.3 継続

長崎県 長崎県 木浦原地区大規模特定砂防等事業 7.8 1.2 継続

長崎県 長崎県 星鹿地区大規模特定砂防等事業 19 4.2 継続

熊本県 熊本県 川内田地区大規模特定砂防等事業 12 1.9 継続

熊本県 熊本県 高根切川大規模特定砂防等事業 9.6 2.7 継続

大分県 大分県 山王谷川事業間連携砂防等事業 6.7 8.5 継続

鹿児島県 鹿児島県 金ヶ迫1大規模特定砂防等事業 9.8 1.5 継続

【海岸事業】

（補助事業等）

愛知県 愛知県 田原海岸津波対策緊急事業 17 5.1 継続

三重県 三重県 上野・白塚海岸海岸保全施設整備連携事業 16 1.9 継続

備考
都道府県

（実施箇所）
事業主体 事業名

全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針



■令和６年度に実施した完了後の事後評価について

【公共事業関係費】

【河川事業】

（直轄事業等）

北海道 北海道開発局 石狩川直轄河川改修事業（千歳川遊水地） H21～R1 1,147 対応なし

千葉県 関東地整 江戸川特定構造物改築事業（行徳可動堰改築） H5～R1 113 対応なし

京都府 近畿地整 由良川床上浸水対策特別緊急事業（福知山地区） H27～R1 55 対応なし

【ダム事業】

（直轄事業等）

群馬県 関東地整 八ッ場ダム建設事業 S42～R1 5,244 対応なし

高知県 四国地整 中筋川総合開発事業（横瀬川ダム） H2～R1 411 対応なし

大分県 九州地整 大分川ダム建設事業 S53～R1 1,036 対応なし

福岡県 （独）水資源機構 小石原川ダム建設事業 H4～R1 1753 対応なし

【砂防事業等】

（直轄事業等）

長崎県 九州地整 雲仙直轄砂防事業 H5～R2 1006 対応なし

対応方針
都道府県

（実施箇所）
事業主体 事業名 事業実施期間

全体事業費
(億円)

備考

・完了後の事後評価の対応方針は、事業完了後の事業の効果、環境への影響等の確認を行い、改善措置を実施するかどうか、事後評価を今後さらに実施するかどうかを決定す
るもの。

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名 事業実施期間
全体事業費

(億円)
対応方針

備考

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名 事業実施期間
全体事業費

(億円)
対応方針 備考


